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平成２１年３月３１日以降、雇用保険制度が変わりました。
主な改正事項は次のとおりです。会社の総務担当者の方は☆印のついている改正点にご注意ください。
☆１．雇用保険の適用範囲の拡大

	旧
	新

	○１年以上の雇用見込みがあること
○１週間当たりの所定労働時間が20時間以上であること
	○６ヶ月以上の雇用見込みがあること
○１週間当たりの所定労働時間が20時間以上であること


　※平成21年４月１日以降に雇い入れる場合だけでなく、平成２１年４月１日より前から勤務している労働者であっても、この条件を満たすことになった場合、雇用保険に加入させる必要があります。
☆２．雇止めとなった非正規労働者に対する、基本手当の受給資格要件の緩和と所定給付日数の拡充

期間の定めのある労働契約が更新されなかったことや、その他やむを得ない理由により離職された人は、離職日以前の１年間に被保険者期間が通算して６ヶ月以上であれば受給資格要件を満たすようになりました。

３．再就職が困難な方に対する給付日数の延長

　倒産や解雇などの理由により離職しれた方や、期間の定めのある労働契約が更新されなかったことにより離職された方で、以下の①～③のいずれかに該当する方について、公共職業安定所長が認めた場合、給付日数が60日分延長になります。

①受給資格に係る離職日において45歳未満の方

②雇用機会が不足している地域として指定する地域に居住する方

③公共職業安定所で知識、技能、職業経験その他の実情を勘案して再就職支援を計画的に行う必要があると認められた方

４．再就職手当の給付率引上げ及び支給要件の緩和

　早期に再就職した方が一定の要件を満たしている場合に支給される「再就職手当」の給付率が支給日数に応じ、30％から次のとおり引上げられました。
	所定給付日数の２／３以上である場合
	５０％

	所定給付日数の１／３以上である場合
	４０％


５．常用就職支度手当の給付率引上げ及び支給対象者の拡大

　就職困難な方で再就職し、一定の要件を満たしている場合に支給される「常用就職支度手当」の給付率が30％から40％に引上げられました。

☆６．育児休業給付の統合と給付率引上げ措置の延長

　現在、育児休業給付は、育児休業中と職場復帰後に分けて支給されていますが、平成22年４月１日以降に育児休業を開始した方について、給付金を統合して全額育児休業中に支給されることになりました。

　また、平成２２年３月３１日までとされていた給付率引上げが当分の間、延長されます。

☆７．雇用保険料率の引き下げ

　4月１日より雇用保険の保険料率が変更になります。

　料率は以下の通りです。

	
	本人負担
	会社負担
	合計

	建設以外
	0.4％
	0.7％
	1.1％

	建設業
	0.5％
	0.9％
	1.4％


○平成元年年生まれ（満２０歳）
・国民年金に加入

○昭和４４年生まれ
（満４０歳）
　・介護保険第２号被保険者に該当　　　　　　　　　　

　→誕生日の翌月から介護保険料を徴収

○昭和２４年生まれ（満６０歳）

　・必要な加入年数を満たしていれば老齢厚生年金の請求を行う。

　・雇用保険に5年以上加入の場合、[60歳到達時賃金日額登録]を行う
○昭和２０年４月１日以前生まれ

　４月給料から雇用保険料が免除に

○昭和１９年生まれ（満６５歳）

　・介護保険第１号被保険者に該当

　　誕生日の翌月から介護保険料は直接市町村に納付（年金から天引き）

　・在職老齢年金の支給制限縮小、基礎年金は満額受給

○昭和１４年生まれ（満７０歳）

　・厚生年金喪失、在職老齢年金のしくみは引き続く

○昭和９年生まれ（満７５歳）

　・後期高齢者医療制度に移行
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；協会けんぽから「生活習慣病予防健診のご案内」と「特定健康審査のご案内」が届きましたが、どうすればよいですか？
Ａ；協会けんぽは、生活習慣病予防健診の案内（うす緑色の封筒）を、政府管掌健康保険に加入している、対象被保険者（３５歳以上の方）がいらっしゃる事業所へ送付しているようです。
　お申込いただいた場合、受診費用の一部を負担してもらえるため、利用される会社も多いようです。

～申込方法～

①生活習慣病予防健診実施医療機関に電話をし、予約を行う。※会社で費用を負担する場合、予約の時点でお話いただくのがよいです。
②生活習慣病予防健診申込書に健診予約年月日、健診機関名、健診機関コードを記入する（退職された方、受診しない方には二重線を引く）
③協会けんぽに申込書を郵送する。

④健診を受ける。

平成２１年度の特定健康診断のご案内（黄色の封筒）も、対象被扶養者（４０歳以上のご家族の方）のいらっしゃる事業所へご案内しています。

　対象被扶養者の方が、この受診券を用いて受診をした場合、協会けんぽから補助を受けられます。受診券作成は、会社を通して行います。
～申込方法～

①対象被扶養者の方に特定健康新査受診券申請書を配布する

②受診希望の被扶養者は、必要事項を記入し、会社に返送する

③会社から協会けんぽに送付する

④協会けんぽから会社へ受診券が届く

⑤被扶養者自身が希望する検診機関へ予約をし、健康保険証と受診券を持って健診を受ける

・昭和２２年４月２日以降生まれの女性

満６１歳から年金の定額部分も受給

・昭和２１年４月２日以降生まれの男性

満６３歳から年金の定額部分も受給
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